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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：令和４年９月２２日（令和４年（行情）諮問第５４５号ないし同第５

４７号） 

答申日：令和４年１２月８日（令和４年度（行情）答申第３７７号ないし同第

３７９号） 

事件名：特別防衛監察における特定職員に係る聴取結果記録書の一部開示決定

に関する件 

    特別防衛監察における特定職員に係る聴取結果記録書の一部開示決定

に関する件 

    特別防衛監察における特定職員に係る聴取結果記録書の一部開示決定

に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる９文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）に

つき，その一部を不開示とした各決定については，審査請求人が開示すべ

きとする部分を不開示としたことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し，平成３０年７月１３日付け防官文第

１１５３４号ないし同第１１５３６号により防衛大臣（以下「処分庁」又

は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以下「原処分」とい

う。）について，原処分を取り消し，不開示部分のうち，「聴取内容の全

て」について開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

   本件対象文書は，防衛省の防衛監察本部が平成２９年に実施した「南ス

ーダン派遣施設隊日々報告」（以下「日報」という。）の管理状況に関す

る特別防衛監察において，特定職員Ａ，特定職員Ｂ及び特定職員Ｃに対し

て行われた聴取の結果記録書である。 

   原処分で防衛省は，「公にすることにより，個人の権利利益を害するお

それがある」「今後の同種事案において，被面談者が誠実な回答を躊躇す

るなど，監察業務における正確な事実の把握を困難にするおそれがある」

ことなどを理由に，一部を不開示とする決定を行っている。 
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   しかしながら，この特別防衛監察の結果，特定職員Ａ及び特定職員Ｂの

対応は「職務遂行の義務（自衛隊法５６条）違反に該当し，不適切である」

と認定され，（略）懲戒処分を受けている。 

   陸上幕僚監部及び中央即応集団がとった対応は「行政文書の開示義務

（法５条）違反につながるものであり，職務遂行の義務（自衛隊法５６条）

違反に該当し，不適切である」と認定され，（略）懲戒処分を受けている。 

   このように違法で瑕疵のあった行政について，防衛省および当事者であ

る特定職員Ａ，特定職員Ｂ及び特定職員Ｃには国民に情報を公開して説明

する責任があり，「公にすることにより，個人の権利利益を害するおそれ

がある」「今後の同種事案において，被面談者が誠実な回答を躊躇するな

ど，監察業務における正確な事実の把握を困難にするおそれがある」こと

を理由にした一部不開示決定は著しく合理性を欠き，不適切と言わざるを

えない。 

   よって，原処分を取り消し，本件対象文書のうち，「聴取内容の全て」

について開示することを求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

   本件各開示請求は，別紙の２に掲げる文書の開示を求めるものであり，

これに該当する行政文書として，本件対象文書を特定し，平成３０年７月

１３日付け防官文第１１５３４号ないし同第１１５３６号により，法５条

１号及び６号イに該当する部分を不開示とする一部開示決定処分（原処分）

を行った。 

   本件審査請求は，原処分に対して提起されたものである。 

   なお，本件審査請求について，審査請求が提起されてから情報公開・個

人情報保護審査会への諮問を行うまでに約３年１０か月を要しているが，

その間多数の開示請求に加え，開示請求の件数を大幅に上回る大量の審査

請求が提起され，それらにも対応しており，諮問を行うまでに長期間を要

したものである。 

 ２ 法５条該当性について 

   原処分において不開示とした部分及び不開示とした理由は，別表のとお

りであり，本件対象文書のうち，法５条１号及び６号イに該当する部分を

不開示とした。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，「特別防衛監察の結果，特定職員Ａ，特定職員Ｂの対応

は「職務遂行の義務（自衛隊法５６条）違反に該当し，不適切である」と

認定され，（略）懲戒処分を受けている。」「陸上幕僚監部及び中央即応

集団がとった対応は「行政文書の開示義務（法５条）違反につながるもの

であり，職務遂行の義務（自衛隊法５６条）違反に該当し，不適切である」
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と認定され，これらを指導・監督する地位にあった特定職員Ｃは（略）の

懲戒処分を受けている。」「このように違法で瑕疵のあった行政について，

防衛省および当事者である特定職員Ａ，特定職員Ｂ及び特定職員Ｃには国

民に情報を公開して説明する責任があり，「公にすることにより，個人の

権利利益を害するおそれがある」「今後の同種事案において，被面談者が

誠実な回答を躊躇するなど，監察業務における正確な事実の把握を困難に

するおそれがある」ことを理由にした一部不開示決定は著しく合理性を欠

き，不適切と言わざるをえない。」として，原処分を取り消し，本件対象

文書のうち，「聴取内容の全て」について開示することを求めるが，原処

分においては，本件対象文書の法５条該当性を十分に検討した結果，上記

２のとおり，本件対象文書の一部が，同条１号及び６号イに該当するため

不開示としたものであり，その他の部分については開示している。 

よって，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維持することが妥

当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

① 令和４年９月２２日  諮問の受理（令和４年（行情）諮問第５４

５号ないし同第５４７号） 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年１０月１３日   審議（同上） 

④ 同年１１月１７日   本件対象文書の見分及び審議（同上） 

⑤ 同年１２月１日    令和４年（行情）諮問第５４５号ないし同

第５４７号の併合及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙の１に掲げる９文書である。 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分のうち，「聴取内容の全て」

（以下「本件不開示部分」という。）の開示を求めているところ，諮問庁

は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果を

踏まえ，本件不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会において本件対象文書を見分したところ，本件不開示部分に

は，特別防衛監察に当たり，防衛監察本部が特定職員から聴取した具体

的かつ詳細な内容がありのまま記載されているものと認められる。 

被聴取者の氏名が開示されていることから，当該部分を公にすること

により，被聴取者との信頼関係が損なわれ，今後の同種事案において，

被聴取者が誠実な回答をちゅうちょしたり，事実を隠蔽するなどして，
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事実を解明するために必要かつ十分な情報が得られないなど，監察業務

における正確な事実の把握を困難にするおそれがあると認められる。 

（２）したがって，本件不開示部分は，法５条６号イに該当し，同条１号に

ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当である。 

３ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び６号

イに該当するとして不開示とした各決定については，審査請求人が開示す

べきとする部分は，同号イに該当すると認められるので，同条１号につい

て判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 小林昭彦，委員 白井玲子，委員 常岡孝好 
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別紙 

１ 本件対象文書 

（１）聴取結果記録書１ 統合幕僚監部 特定職員Ａ分 

（２）聴取結果記録書２ 統合幕僚監部 特定職員Ａ分 

（３）聴取結果記録書１ 統合幕僚監部 特定職員Ｂ分 

（４）聴取結果記録書２ 統合幕僚監部 特定職員Ｂ分 

（５）聴取結果記録書１ 統合幕僚監部 特定職員Ｃ分 

（６）聴取結果記録書２ 統合幕僚監部 特定職員Ｃ分 

（７）聴取結果記録書３ 統合幕僚監部 特定職員Ｃ分 

（８）聴取結果記録書４ 統合幕僚監部 特定職員Ｃ分 

（９）聴取結果記録書５ 統合幕僚監部 特定職員Ｃ分 

 

２  

（１）「南スーダン派遣施設隊日々報告」の管理状況に関する特別防衛監察で，

防衛監察本部が特定職員Ａに対して行った聴取の記録（聴取結果記録書） 

（２）「南スーダン派遣施設隊日々報告」の管理状況に関する特別防衛監察で，

防衛監察本部が特定職員Ｂに対して行った聴取の記録（聴取結果記録書） 

（３）「南スーダン派遣施設隊日々報告」の管理状況に関する特別防衛監察で，

防衛監察本部が特定職員Ｃに対して行った聴取の記録（聴取結果記録書） 
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別表（原処分において不開示とした部分及び理由） 

不開示とした部分 不開示とした理由 

記録作成者の所属の

一部，氏名及び印影

並びに聴取者の所属

の一部及び氏名 

個人に関する情報であり，特定の個人を識別すること

ができ，又は特定の個人を識別することはできない

が，これを公にすることにより，なお個人の権利利益

を害するおそれがあるとともに，監察の聞き取り調査

に係る情報であって，これを公にすることにより，違

法又は不当な行為を容易にするおそれがあることか

ら，法５条１号及び６号イに該当するため不開示とし

た。 

聴取内容の全て 個人の供述内容が記載されており，これを公にするこ

とにより，個人の権利利益を害するおそれがあるとと

もに，今後の同種事案において，被面談者が誠実な回

答をちゅうちょするなど，監察業務における正確な事

実の把握を困難にするおそれがあることから，法５条

１号及び６号イに該当するため不開示とした。 

 


